
月
８
〜
19
日
、「
生
物
多
様
性
条
約

（
Ｃ
Ｂ
Ｄ
）第
11
回
締
約
国
会
議（
Ｃ

Ｏ
Ｐ
11
）」が
イ
ン
ド
中
南
部
の
ハ
イ
デ
ラ
バ

ー
ド
で
開
か
れ
た
。

　
締
約
国
が
一
堂
に
会
す
る
本
会
議
は
、

①
生
物
多
様
性
の
保
全
、②
生
物
資
源
の

持
続
可
能
な
利
用
、③
生
物
が
持
つ
遺
伝

資
源
を
利
用
す
る
こ
と
で
生
じ
る
利
益
の

公
正
・
衡
平
な
配
分
、と
い
う
3
つ
の
条
約

の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
計
画
・
ル
ー
ル

づ
く
り
と
そ
の
実
施
を
進
め
る
も
の
。１
９

９
４
年
の
第
１
回
締
約
国
会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
１
）

か
ら
11
回
目
を
迎
え
る
今
回
は
、政
府
や
関

連
機
関
、市
民
団
体
な
ど
１
７
２
カ
国
か
ら

約
９
０
０
０
人
が
参
加
。日
本
か
ら
は
、長

浜
博
行
環
境
大
臣
を
は
じ
め
、外
務
省
、農

林
水
産
省
、経
済
産
業
省
、文
部
科
学
省
、

国
土
交
通
省
、環
境
省
の
担
当
者
ら
で
構

成
さ
れ
る
政
府
代
表
団
が
出
席
し
た
。

　
開
発
途
上
国
へ
の
国
際
的
な
資
金
の
流

れ
に
関
し
て
は
、２
０
０
６
〜
２
０
１
０
年

の
年
平
均
値
を
基
準
に
、２
０
１
５
年
ま
で

に
倍
増
さ
せ
、そ
の
水
準
を
２
０
２
０
年
ま

で
維
持
す
る
暫
定
目
標
が
採
択
さ
れ
た
。

達
成
の
上
で
は
、途
上
国
も
開
発
に
お
い
て

生
物
多
様
性
保
全
の
優
先
順
位
を
上
げ
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。２
０
１
０
年
の
Ｃ
Ｏ

Ｐ
10
で
定
め
ら
れ
た
２
０
２
０
年
や
２
０
５

０
年
ま
で
の
生
態
系
保
全
目
標
を
定
め
る

「
愛
知
目
標
」の
達
成
に
向
け
て
、さ
ら
に
一

歩
前
進
し
た
形
だ
。

　
前
回
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
で
は
、具
体
的
な
資
金

額
の
明
記
に
つ
い
て
、途
上
国
と
先
進
国
の

間
で
意
見
の
相
違
が
あ
り
、今
回
の
会
議
に

向
け
て
の〝
宿
題
〞と
さ
れ
て
い
た
。Ｃ
Ｏ
Ｐ

11
で
は
数
値
目
標
が
示
さ
れ
た
も
の
の〝
暫

10

地球の未来を守るために
国際社会が大集合！

ODA政策

国際会議

定
的
〞と
さ
れ
て
お
り
、今
後
も
議
論
が
続

け
ら
れ
て
い
く
見
通
し
だ
。

　
ま
た
、締
約
国
の
う
ち
少
な
く
と
も
75

％
が
自
国
の
優
先
課
題
や
開
発
計
画
に

「
生
物
多
様
性
の
保
全
」を
位
置
付
け
、国

内
の
資
金
供
給
を
十
分
に
確
保
す
る
た
め

の
財
政
計
画
を
２
０
１
５
年
ま
で
に
作
成
、

資
金
供
与
を
受
け
た
締
約
国
の
少
な
く
と

も
75
％
は
、実
際
に
支
出
さ
れ
た
資
金
量
や

生
物
多
様
性
へ
の
ニ
ー
ズ
、さ
ら
に
そ
の
ギ
ャ

ッ
プ
な
ど
に
つ
い
て
も
報
告
す
る
こ
と
と
な

っ
た
。

　
途
上
国
で
森
林
の
減
少
や
劣
化
に
伴
っ

て
生
じ
る
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
削
減

す
る
た
め
の
取
り
組
み「
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
」に
関

し
て
は
、生
物
多
様
性
へ
の
影
響
を
評
価
す

る
た
め
の
指
標
作
成
に
向
け
、今
後
も
作

業
を
続
け
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。

本
政
府
は
10
月
16
日
、「
第
18
回
パ

ッ
ケ
ー
ジ
型
イ
ン
フ
ラ
海
外
展
開
関

係
大
臣
会
合
」を
首
相
官
邸
で
開
催
し
、Ｊ

Ｉ
Ｃ
Ａ
の
海
外
投
融
資
を
本
格
的
に
再
開

す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
海
外
投
融
資
は
、民
間
企
業

が
開
発
途
上
国
で
進
め
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

出
資
や
融
資
を
通
じ
て
支
援
す
る
制
度

で
、
途
上
国
の
開
発
を
よ
り
効
果
的
に
後

押
し
す
る
ね
ら
い
が
あ
る
。

　
海
外
投
融
資
制
度
は
２
０
０
１
年
の
特

殊
法
人
改
革
で
い
っ
た
ん
凍
結
さ
れ
て
い
た

が
、
２
０
１
０
年
6
月
の
「
新
成
長
戦
略
」

（
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、
既
存
の
金
融
機

関
で
は
対
応
で
き
な
い
開
発
効
果
の
高
い

案
件
の
実
現
に
向
け
て
、
実
施
体
制
や
審

査
体
制
を
確
立
し
た
上
で
再
開
す
る
こ
と

が
認
め
ら
れ
た
。政
府
に
よ
る
イ
ン
フ
ラ
輸

出
支
援
強
化
の
方
針
や
、
日
本
企
業
か
ら

の
支
援
拡
充
を
求
め
る
声
も
後
押
し
と
な

っ
た
。

　
2
0
1
1
年
3
月
の
海
外
投
融
資
の
再

開
以
降
、Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
「
パ
イ
ロ
ッ
ト
ア
プ
ロ
ー

チ
」の
下
で
試
行
事
業
を
開
始
。ベ
ト
ナ
ム
の

産
業
人
材
育
成
事
業
な
ど
３
つ
の
案
件
を

通
じ
て
、実
施
体
制
の
検
証
や
案
件
選
定
の

指
針
づ
く
り
な
ど
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

　
今
回
の
会
合
で
併
せ
て
決
定
さ
れ
た
指

針
に
よ
る
と
、
海
外
投
融
資
の
対
象
と
な

る
案
件
は
、
有
償
資
金
協
力
と
し
て
途
上

国
で
実
施
す
る
開
発
事
業
の
う
ち
、①
ミ

レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標
（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）・
貧
困
削

減
、②
イ
ン
フ
ラ
・
成
長
加
速
化
、③
気
候

変
動
対
策
の
３
分
野
に
お
い
て
、「
既
存
の

金
融
機
関
で
は
対
応
で
き
な
い
開
発
効
果

の
高
い
案
件
」な
ど
と
さ
れ
た
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
今
後
も
途
上
国
の
課
題
解

決
を
目
指
し
て
、
海
外
投
融
資
制
度
の
実

施
体
制
の
充
実
化
を
さ
ら
に
図
っ
て
い
く

方
針
だ
。

日

　
こ
の
ほ
か
、日
本
は
、名
古
屋
議
定
書
の

実
施
の
た
め
の
情
報
共
有
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
立

ち
上
げ
や
議
定
書
関
連
会
合
の
開
催
、途

上
国
が
生
物
多
様
性
に
関
す
る
財
政
計
画

を
策
定
す
る
た
め
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
開
催

の
支
援
を
通
じ
て
、引
き
続
き
国
際
的
な

取
り
組
み
を
後
押
し
し
て
い
く
姿
勢
を
示

し
た
。長
浜
環
境
大
臣
は「
９
月
に
閣
議
決

定
し
た
新
し
い
国
家
戦
略
に
基
づ
い
て
国
内

政
策
を
強
化
す
る
。ま
た
、生
物
多
様
性
日

本
基
金
を
通
じ
て
、引
き
続
き
途
上
国
支

援
を
進
め
て
い
く
」な
ど
と
す
る
声
明
を
発

表
し
た
。

　
次
回
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
12
は
２
０
１
４
年
後
半
に

韓
国
で
開
催
さ
れ
る
予
定
。よ
り
良
い
地
球

の
未
来
に
向
け
て
、こ
れ
か
ら
も
国
際
社
会

が
一
丸
と
な
っ
て
生
物
多
様
性
の
保
全
に

向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
。

国際会議
「生物多様性条約
第11回締約国会議（COP11）」

「JICA海外投融資」

民間企業と連携した支援が
いよいよ始動！

「ポストMDGsに関するサイドイベント」

目標づくりに
将来を担う若者の視点を

ココシリ
「ここが知りたい」
国際協力に関係する
いろんなトピックを
分かりやすく解説します！

9

長
を
務
め
、各
国
政
府
、国
際
機
関
、市
民

団
体
な
ど
か
ら
約
５
０
０
人
が
参
加
し
た
。

　
ク
ラ
ー
ク
国
連
開
発
計
画（
Ｕ
Ｎ
Ｄ
Ｐ
）

総
裁
、国
連
事
務
次
長
補
の
モ
ハ
メ
ッ
ド
・

ポ
ス
ト
２
０
１
５
年
開
発
計
画
事
務
総
長

特
別
顧
問
が
開
会
の
あ
い
さ
つ
を
し
、国
連

の
取
り
組
み
を
紹
介
。ま
た
、市
民
社
会
や

研
究
機
関
、民
間
財
団
な
ど
の
代
表
が
ポ

ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
の
期
待
を
表
明
し
、潘
基

文
国
連
事
務
総
長
が
立
ち
上
げ
た「
ポ
ス
ト

２
０
１
５
年
開
発
目
標
に
関
す
る
ハ
イ
レ
ベ

ル
パ
ネ
ル
」の
メ
ン
バ
ー
が
重
視
す
る
課
題

や
意
気
込
み
を
語
っ
た
。

　
玄
葉
外
相
は「
持
続
可
能
性
や
防
災
な

ど
新
た
な
課
題
に
対
応
す
る
べ
き
だ
」と
主

張
し
、人
間
の
安
全
保
障
や
衡
平
性
、強
じ

ん
性
と
い
っ
た
理
念
を
盛
り
込
む
よ
う
提

案
。パ
ネ
ル
メ
ン
バ
ー
で
あ
る
菅
直
人
前
首

相
は
、将
来
世
代
の
視
点
に
立
っ
て
目
標
づ

く
り
を
進
め
た
い
と
述
べ
た
。

月
25
日
、日
本
政
府
の
主
導
に
よ

り
、国
連
総
会
で
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発

目
標（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）に
関
す
る
サ
イ
ド
イ
ベ
ン

ト「
ポ
ス
ト
２
０
１
５
年
開
発
目
標
に
関
す

る
ハ
イ
レ
ベ
ル
パ
ネ
ル
と
の
公
開
対
話
」が
開

催
さ
れ
た
。

　
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
は
開
発
分
野
に
お
け
る
国
際
社

会
の
共
通
目
標
で
、２
０
０
０
年
に
国
連
で

採
択
さ
れ
た
ミ
レ
ニ
ア
ム
宣
言
を
基
に
ま
と

め
ら
れ
た
。極
度
の
貧
困
と
飢
餓
の
撲
滅
、

初
等
教
育
の
完
全
普
及
な
ど
８
つ
の
目
標

が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

　
今
回
は
、各
目
標
に
対
す
る
取
り
組
み
強

化
に
加
え
、Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達
成
期
限
で
あ
る

２
０
１
５
年
よ
り
先
の
国
際
開
発
目
標（
ポ

ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）に
つ
い
て
国
際
的
な
議
論
を

促
進
す
る
ね
ら
い
。ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
は
、

貧
困
や
持
続
可
能
な
開
発
な
ど
多
様
な
課

題
に
対
応
す
る
た
め
幅
広
く
意
見
を
集
め

る
必
要
が
あ
る
。玄
葉
光
一
郎
外
相
が
議

インドのハイデラバードで開催されたCOP11。次回は2014年、韓国が開
催地となる予定

生物多様性保全のため、日本は開発途上国でもさまざまな取り組みを実
施している

※すべて2006年～2010年の平均値を暫定的なベースラインとする。

日本企業

相手企業

相手国
政府機関

事
業
権
付
与

水買取契約

上水供給

融資　

COP11の主なポイント

●ミレニアム開発目標（MDGs）・貧困削減
●インフラ・成長加速化
●気候変動対策

・当該国政府の開発政策などに沿い、かつ開発効果
 の高いもの

・事業達成が見込まれること

・既存の金融機関による貸し付け、または、出資では
 事業が成立しないことが認められること

開発途上国などへの生物多様性に関する国際的
な資金フローを倍増、2020年まで維持。

少なくとも75％の締約国が2015年までに自国
の優先課題や開発計画に生物多様性の保全を
位置付けて資金を確保。

適切な資金を供給された締約国の少なくとも75
％が、国内における生物多様性の保全に関する
支出、資金ニーズ、ギャップと優先順位を報告。

目標1
極度の貧困と飢餓の撲滅
目標2
初等教育の完全普及の達成
目標3
ジェンダー平等推進と女性の地位向上
目標4
乳幼児死亡率の削減
目標5
妊産婦の健康の改善
目標6
HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延
の防止
目標7
環境の持続可能性確保
目標8
開発のためのグローバルなパートナーシップの
推進

MDGsのおさらい

JICAの海外投融資

対象分野

主な条件

＜海外投融資のしくみ＞
［例］上水道整備事業に融資する場合

JICA

特別目的会社

相手国水道公社

利用者
（住民、工業団地など）

出資

出資

上水道事業を行う

※ロゴはNPO法人「ほっとけない 世界のまずしさ」が作成。

「ポストMDGs」の制定に向けて、国際社会の代表者らが活発
に議論を交わした
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